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平成１８年６月７日 

 

関 係 各 位 

高 千 穂 交 易 株 式 会 社 

代表取締役社長   戸 田 秀 雄  

（コード番号 ２６７６ 東証第１部） 

問い合わせ先 

取締役常務執行役員 
経営システム本部長 赤 堀 寛 人 

電話 ０３－３３５５－１１１１ 

 

（訂正）「定款の一部変更に関するお知らせ」の一部訂正について 

当社は、平成 18 年５月 18 日に開示いたしました「定款の一部変更に関するお知らせ」につきまし

て、一部訂正を要する箇所がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

【開示事項の訂正箇所】 

表中の網掛け部分（ ）が訂正箇所です。下線は定款の変更箇所です。 

１．定款変更の目的 

（訂正前） 

⑥ 社外監査役の賠償責任限定契約の締結が可能となりますので、独立性の高い優秀な人材を迎えられるよう、社外

監査役との賠償責任限定契約を可能とするため、第44条（社外監査役の責任免除）を新設したいと存じます。ま

た、併せて社外取締役についても独立性の高い優秀な人材を迎えられるよう、社外取締役との賠償責任限定契約

を可能とするため、第33条（社外取締役の責任免除）を新設するものであります。 

（訂正後） 

⑥ 社外監査役の賠償責任限定契約の締結が可能となりますので、独立性の高い優秀な人材を迎えられるよう、社外

監査役との賠償責任限定契約を可能とするため、変更案第44条（社外監査役の責任免除）を新設したいと存じま

す。また、併せて社外取締役についても独立性の高い優秀な人材を迎えられるよう、社外取締役との賠償責任限

定契約を可能とするため、変更案第33条（社外取締役の責任免除）を新設するものであります。 

 

２．定款変更の内容 

(下線は定款の変更部分を示します｡) 
（訂正前）  

現 行 定 款 変 更 案 
（新     設） 第８条（単元未満株式の権利） 

(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当および
新株予約権の割当てを受ける権利 

（訂正後）  
現 行 定 款 変 更 案 
（新     設） 第８条（単元未満株式の権利） 

(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよ
び新株予約権の割当てを受ける権利 
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（訂正前）  
現 行 定 款 変 更 案 

第６条（自己株式の取得） 
当会社は、取締役会の決議をもって自己株式を買い

受けることができる。 

第９条（自己の株式の取得） 
当会社は、取締役会の決議をもって市場取引等によ

り自己の株式を取得することができる。 
（訂正後）  

現 行 定 款 変 更 案 
第６条（自己株式の取得） 
当会社は、取締役会の決議をもって自己株式を買い

受けることができる。 

第９条（自己の株式の取得） 
当会社は、取締役会の決議をもって市場取引等によ

り自己の株式を取得することができる。 
 
（訂正前） 

 

現 行 定 款 変 更 案 
第８条（名義書換代理人） 
当会社は、株式につき名義書換代理人を置く。 

２.名義書換代理人およびその事務取扱場所は、取締役
会の決議により選定する。 

第11条（株主名簿管理人） 
当会社は、株式につき株主名簿管理人を置く。 

２.株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役
会の決議により選定する。 

（訂正後）  
現 行 定 款 変 更 案 

第８条（名義書換代理人） 
当会社は、株式につき名義書換代理人を置く。 

２.名義書換代理人およびその事務取扱場所は、取締役
会の決議により選定する。 

第11条（株主名簿管理人） 
当会社は、株主名簿管理人を置く。 

２.株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役
会の決議によって選定する。 

 
（訂正前） 

 

現 行 定 款 変 更 案 
第10条（基準日） 

２.前項のほか、必要がある場合は、取締役会の決議に

より、あらかじめ公告して、一定の日の最終の株主

名簿に記載または記録された株主または登録質権者

をもって、その権利を行使すべき株主または登録質

権者とすることができる。 

第13条（基準日） 

２.前項のほか、必要がある場合は、取締役会の決議に

より、あらかじめ公告して、一定の日の最終の株主

名簿に記載または記録された株主または登録株式質

権者をもって、その権利を行使することができる株

主または登録株式質権者とすることができる。 

（訂正後）  
現 行 定 款 変 更 案 

第10条（基準日） 

２.前項のほか、必要がある場合は、取締役会の決議に

より、あらかじめ公告して、一定の日の最終の株主

名簿に記載または記録された株主または登録質権者

をもって、その権利を行使すべき株主または登録質

権者とすることができる。 

第13条（基準日） 

２.前項のほか、必要がある場合は、取締役会の決議に

よって、あらかじめ公告して、一定の日の最終の株

主名簿に記載または記録された株主または登録株式

質権者をもって、その権利を行使することができる

株主または登録株式質権者とすることができる。 

 
（訂正前） 

 

現 行 定 款 変 更 案 
第13条（決議の方法） 
株主総会の決議は、法令または定款に別段の定めがあ

る場合を除き、出席した株主の議決権の過半数をも

ってこれを行う。 

第16条（決議の方法） 
株主総会の決議は、法令または定款に別段の定めが

ある場合を除き、出席した議決権を行使できる株主

の議決権の過半数をもってこれを行う。 
２.商法第343条の定めによる決議および商法その他法

令において同条の決議方法が準用される決議は、総

株主の議決権数の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う。

２.会社法第309条第２項の定めによる決議は、定款に別段

の定めのある場合を除き、議決権を行使することができ

る株主の議決権数の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う。 
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（訂正後）  
現 行 定 款 変 更 案 

第13条（決議の方法） 
株主総会の決議は、法令または定款に別段の定めがあ

る場合を除き、出席した株主の議決権の過半数をも

ってこれを行う。 

第16条（決議の方法） 
株主総会の決議は、法令または定款に別段の定めが

ある場合を除き、出席した議決権を行使することが

できる株主の議決権の過半数をもってこれを行う。 
２.商法第343条の定めによる決議および商法その他法

令において同条の決議方法が準用される決議は、総

株主の議決権数の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う。

２.会社法第309条第２項の定めによる決議は、定款に別段

の定めのある場合を除き、議決権を行使することができ

る株主の議決権数の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う。 

 
（訂正前） 

 

現 行 定 款 変 更 案 
第15条（議事録） 
株主総会における議事の経過の要領およびその結果

は、議事録に記載または記録し、議長ならびに出席

した取締役がこれに記名押印または電子署名を行

う。 

第18条（議事録） 
株主総会における議事の経過の要領およびその結果

ならびにその他法令に定める事項は、議事録に記載

または記録し、議長ならびに出席した取締役がこれ

に記名押印または電子署名する。  
（訂正後）  

現 行 定 款 変 更 案 
第15条（議事録） 
株主総会における議事の経過の要領およびその結果

は、議事録に記載または記録し、議長ならびに出席

した取締役がこれに記名押印または電子署名を行

う。 

第18条（議事録） 
株主総会における議事の経過の要領およびその結果

ならびにその他法令に定める事項は、議事録に記載

または記録し、議長ならびに出席した取締役がこれ

に記名押印または電子署名を行う。 
 
（訂正前） 

 

現 行 定 款 変 更 案 
（新     設） 第19条（株主総会参考書類等のインターネット開示とみ

なし提供）  
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類、

事業報告、計算書類および」連結計算書類に記載または

表示すべき事項に係る情報を法令の定めるところに従

いインターネットを利用する方法で開示することによ

り、株主に対して提供したものとみなすことができる。 
（訂正後）  

現 行 定 款 変 更 案 
（新     設） 第19条（株主総会参考書類等のインターネット開示とみ

なし提供）  
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類、

事業報告、計算書類および連結計算書類に記載または

表示すべき事項に係る情報を法令の定めるところに従

いインターネットを利用する方法で開示することによ

り、株主に対して提供したものとみなすことができる。 
  
（訂正前）  

現 行 定 款 変 更 案 
（新     設） 第20条（取締役会の設置） 

当会社は、取締役会を置く。 
（訂正後）  

現 行 定 款 変 更 案 
（新     設） 第20条（取締役会の設置） 

当会社は、取締役会を置く。 
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（訂正前）  
現 行 定 款 変 更 案 
（新     設） 第23条（取締役の解任） 

取締役の解任決議は、議決権を行使することが出来

る株主の議決権の過半数を有するものが出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行う。 

（訂正後）  

現 行 定 款 変 更 案 
（新     設） 第23条（取締役の解任） 

取締役の解任決議は、議決権を行使することができ

る株主の議決権の過半数を有するものが出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行う。 

 
（訂正前） 

 

現 行 定 款 変 更 案 
第18条（代表取締役および役付取締役） 

３.取締役会は、その決議により、取締役社長１名を選

任し、また必要に応じ、取締役会長１名を選任する

ことができる。 

第24条（代表取締役および役付取締役） 

３.取締役会は、その決議により、取締役社長１名を選

定し、また必要に応じ、取締役会長１名を選定する

ことができる。 

（訂正後）  
現 行 定 款 変 更 案 

第18条（代表取締役および役付取締役） 
３.取締役会は、その決議により、取締役社長１名を選
任し、また必要に応じ、取締役会長１名を選任する

ことができる。 

第24条（代表取締役および役付取締役） 
３.取締役会は、その決議によって、取締役社長１名を
選定し、また必要に応じ、取締役会長１名を選定す

ることができる。 
 
（訂正前） 

 

現 行 定 款 変 更 案 
第19条（取締役の任期） 
取締役の任期は、就任後２年内の最終の決算期に関

する定時株主総会終結の時までとする。 
２.（本文省略） 

第25条（取締役の任期） 
取締役の任期は、選任後２年以内に終了する最終の

事業年度に関する定時株主総会終結の時までとする。 
２.（現行どおり） 

（訂正後）  
現 行 定 款 変 更 案 

第19条（取締役の任期） 
取締役の任期は、就任後２年内の最終の決算期に関

する定時株主総会終結の時までとする。 
２.増員または補欠として選任された取締役の任期は、
他の在任取締役の任期の満了すべき時までとする。 

第25条（取締役の任期） 
取締役の任期は、選任後２年以内に終了する最終の

事業年度に関する定時株主総会終結の時までとする。

２. 増員または補欠として選任された取締役の任期は、
他の在任取締役の任期の満了する時までとする。 

 
（訂正前） 

 

現 行 定 款 変 更 案 
第20条（取締役会の招集権者および議長） 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、

取締役社長がこれを招集し、その議長となる。取締

役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会に

おいて定めた順序により、他の取締役がこれに代わる。

第26条（取締役会の招集権者および議長） 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、

取締役会長がこれを招集し、その議長となる。取締

役会長に事故あるときは、あらかじめ取締役会にお

いて定めた順序により、他の取締役がこれに代わる。

（訂正後）  
現 行 定 款 変 更 案 

第20条（取締役会の招集権者および議長） 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、

取締役社長がこれを招集し、その議長となる。取締

役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会に

おいて定めた順序により、他の取締役がこれに代わる。

第26条（取締役会の招集権者および議長） 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、

取締役会長がこれを招集し、その議長となる。取締

役会長に事故があるときは、あらかじめ取締役会に

おいて定めた順序により、他の取締役がこれに代わる。
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（訂正前）  
現 行 定 款 変 更 案 

第27条（監査役の選任） 

2.監査役の選任決議は、総株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をも

ってこれを行う。 

第36条（監査役の選任） 

2.監査役の選任決議は、議決権を行使することが出来

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもってこれを行う。 

（訂正後）  
現 行 定 款 変 更 案 

第27条（監査役の選任） 

2.監査役の選任決議は、総株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をも

ってこれを行う。 

第36条（監査役の選任） 

2.監査役の選任決議は、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもってこれを行う。 

  
（訂正前）  

現 行 定 款 変 更 案 
第28条（監査役の任期） 

監査役の任期は、就任後４年内の最終の決算期に関

する定時株主総会終結の時までとする。 

第37条（監査役の任期） 

監査役の任期は、選任後４年以内に終了する最終の

事業年度に関する定時株主総会終結の時までとする。

（訂正後）  

現 行 定 款 変 更 案 

第28条（監査役の任期） 

監査役の任期は、就任後４年内の最終の決算期に関

する定時株主総会終結の時までとする。 

第37条（監査役の任期） 

監査役の任期は、選任後４年以内に終了する最終の

事業年度に関する定時株主総会終結の時までとする。

 
（訂正前） 

 

現 行 定 款 変 更 案 
第29条（常勤監査役） 

監査役は、互選により常勤監査役を選任する。 

第38条（常勤監査役） 

監査役会は、監査役の中から常勤の監査役を選定する。

（訂正後）  

現 行 定 款 変 更 案 

第29条（常勤監査役） 

監査役は、互選により常勤監査役を選任する。 

第38条（常勤監査役） 

監査役会は、監査役の中から常勤の監査役を選定する。

 

（訂正前） 

 

現 行 定 款 変 更 案 

第34条（監査役の報酬および退職慰労金） 

監査役の報酬および退職慰労金は、株主総会の決議

をもってこれを定める。 

第43条（監査役の報酬等） 

監査役の報酬等は、株主総会の決議によってこれを

定める。 

（訂正後）  

現 行 定 款 変 更 案 

第34条（監査役の報酬および退職慰労金） 

監査役の報酬および退職慰労金は、株主総会の決議

をもってこれを定める。 

第43条（監査役の報酬等） 

監査役の報酬等は、株主総会の決議をもってこれを

定める。 

 
（訂正前） 

 

現 行 定 款 変 更 案 
（新     設） 第44条（社外監査役の責任免除） 

当会社は、会社法第427条第１項の規定により、社外

監査役との間に、任務を怠ったことによる賠償責任

を限定する契約を締結することができる。ただし、

当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定め

る額とする。 
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（訂正後）  
現 行 定 款 変 更 案 
（新     設） 第44条（社外監査役の責任免除） 

当会社は、会社法第427条第１項の規定により、社外

監査役との間に、任務を怠ったことによる賠償責任

を限定する契約を締結することができる。ただし、

当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の規定

する額とする。 

  

（訂正前）  
現 行 定 款 変 更 案 

第36条（利益配当金） 

当会社の利益配当金は、毎年３月31日の最終の株主

名簿に記載または記録された株主または登録質権者

に対し、これを支払う。 

第50条（剰余金の配当） 

当会社は、株主総会決議によって、毎年３月31日の

最終の株主名簿に記載または記録された株主若しく

は登録株式質権者に対し、金銭による剰余金の配当

（以下、期末配当金という｡）を支払う。 

（訂正後）  
現 行 定 款 変 更 案 

第36条（利益配当金） 

当会社の利益配当金は、毎年３月31日の最終の株主

名簿に記載または記録された株主または登録質権者

に対し、これを支払う。 

第50条（剰余金の配当） 

当会社は、株主総会決議によって、毎年３月31日の

最終の株主名簿に記載または記録された株主または

登録株式質権者に対し、金銭による剰余金の配当（以

下、期末配当金という｡）を支払う。 

  
（訂正前）  

現 行 定 款 変 更 案 
第38条（利益配当金等の除斥期間） 

２.（本文省略）  

第52条（除斥期間） 

２.（現行どおり） 

（訂正後）  

現 行 定 款 変 更 案 

第38条（利益配当金等の除斥期間） 

２.未払いの利益配当金および中間配当金には利息を

つけない。 

第52条（除斥期間） 

２.未払いの期末配当金および中間配当金には利息を

つけない。 

 

以 上 


